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１．認知症対応型共同生活介護

２．全サービス共通・共用デイ

３．算定構造
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正看護師 正看護師又は准看護師 正看護師



介護サービス関係Q&A
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項目 質問

医療連携体制加算
看護師の配置については、職員に看護資格をもつものがいればいいのか。看護職員として
専従であることが必要か。

回答

ＱＡ発出時期、文書番号等

文書名 問番号

職員（管理者、計画作成担当者又は介護従業者）として看護師を配置している場合につ
いては、医療連携体制加算を算定できる。訪問看護ステーション等、他の事業所との契
約により看護師を確保する場合については、認知症高齢者グループホームにおいては、
看護師としての職務に専従することが必要である。

18.5.2介護制度改革
information vol.102
事務連絡
指定認知症対応型共同生
活介護等に関するQ&A
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Q&A vol.１
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解釈通知（地域密着型サービス）
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※青枠内は「新興感染症発生時等の対応を
  行う医療機関との連携」スライドを参照



協力医療機関に関する届出書
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Q&A vol.１

14



15

1
5
２

医療連携体制加算（Ⅰ）のいずれかを算定している場合のみ



留意事項通知（地域密着型サービス）
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Q&A vol.１

Q&A vol.３

Q&A vol.２
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退居時情報提供書
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Q&A vol.２

Q&A vol.３
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医療機関との連携

対応事項

平
時
・

急
変
時

主治医 ○個々の入居者の相談対応、診療（電話相談、通院・訪問診療、急変時等の対応など）

協力医療機関

（義務）

○急変時等に備え、あらかじめ選定（「協力医療機関との契約書」）

○「協力医療機関に関する届出書」を保険者に提出

○急変時等の対応を確認（年１回以上）

（努力義務）

○相談対応を行う体制を常時確保（急変時等の場合）

○診療を行う体制を常時確保（診療を求めた場合）

  ⇒「協力医療機関との契約書」の内容の見直し

○連携（相談対応、診療）の対象として想定される医療機関

   在宅療養支援病院、在宅療養支援診療所、在宅療養後方支援病院、地域包括ケア病棟（特に ２００ 床未満）

を持つ医療機関等の在宅医療を支援する地域の医療機関

 ⇒協力医療機関が該当するか確認、非該当の場合は協力医療機関の追加、見直しについて検討

（加算）

○入居者の病歴等の情報を共有する会議を定期的に開催（概ね月１回）

  ⇒ 協力医療機関連携加算（努力義務の要件を満たしている場合は１００単位／月、それ以外は４０単位／月）

入退院時

（努力義務）

○退院可能となった場合、速やかに再入居させること

（加算）

○入院時、「退居時情報提供書」の提出 ⇒ 退院時情報提供加算（２５０単位／月）

○退院後、円滑に再入居させる体制の確保 ⇒入院時費用（ ２４６単位／日（６日限度））

  ※入居者、家族への説明が必要（「入居契約書」等に明記しておくことが望ましい）

※赤字はＲ６改定事項
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併算定可



留意事項通知（地域密着型サービス）
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高齢者施設等感染対策向上加算に関する届出書
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Q&A vol.１
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Q&A vol.１
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留意事項通知（地域密着型サービス）
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新興感染症発生時等の医療機関との連携

対応事項

平
時

協力医療機関 （義務）
○第二種協定指定医療機関である場合には、新興感染症発生時等の対応について協議
（加算）
○一般的な感染症の発生時等の対応を取り決める（発生時等に連携し、適切に対応）

  ⇒高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）（１０単位／月）の要件②

第二種協定指定医療機関 （努力義務）

○新興感染症発生時の対応を取り決める

（加算）

○新興感染症の発生時等の対応を行う体制の確保

⇒高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）の要件①

感染対策向上加算の届出
医療機関

（加算）

○院内感染対策に関する研修又は訓練に参加（年１回以上）※外来感染対策向上加算の届出医療機関でも可

  ⇒高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）の要件③

○感染制御等に係る実地指導を受けること（３年に１回以上）

  ⇒高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅱ）（５単位／月）の要件

地域の医師会 （加算）

○院内感染対策に関する研修又は訓練に参加（年１回以上）

 ⇒高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）の要件③

発生時

○原則入院

（加算）

○相談対応、診療、入院調整等を行う医療機関を確保

○感染者に対し、適切な感染対策を行った上で、事業所内で療養を行う

     ⇒新興感染症等施設療養費（２４０単位／日（５日限度））

※赤字はＲ６改定事項
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Q&A vol.１
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Q&A vol.１
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感染症対策、業務継続計画、高齢者虐待防止、身体的拘束等の適正化

委員会 指針等 研修・訓練 備考

感染症対策 ○感染症対策委員会の
 設置
○概ね６か月に１回の開
催

○感染症の予防及びま
ん延の防止のための
指針の作成

○新規採用時研修
○年２回以上の定期的
な研修

○年２回以上の定期的
な訓練

○委員会は他の委員会
との一体的な設置・運
営が可能

○委員会は他のサービ
ス事業者との合同開
催も可能

業務継続計画 ○感染症に係るＢＣＰの
作成

○災害に係るＢＣＰの作
成

○新規採用時研修
○年２回以上の定期的
な研修

○年２回以上の定期的
な訓練

○未策定の場合は減算
 ※経過措置あり
○感染症ＢＣＰの研修は
感染症対策の研修と
一体的な実施が可能

○災害ＢＣＰ訓練は非常
災害訓練との一体的
な実施が可能

高齢者虐待防止 ○虐待防止検討委員会
の設置

○定期的な開催
○虐待等事案は個別の
状況に応じて慎重に対
応

○虐待の防止のための
指針の作成

○新規採用時研修
○年２回以上の定期的
な研修

○未実施の場合は減算
○虐待の防止に関する
担当者を設置

○委員会は身体的拘束
 適正化委員会など関
係の深い委員会との
一体的な設置・運営が
可能

身体的拘束等の適
正化

○身体的拘束適正化委
員会の設置

○３か月に１回以上開催

○身体的拘束等の適正
化のための指針を作
成

○新規採用時研修
○年２回以上の定期的
な研修

○未実施の場合は減算
○委員会は運営推進会

 議と一体的な設置・運
営が可能

※赤字はＲ６改定事項
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認知症チームケア推進加算に関する実施上の留意事項について（抜粋）

36

※ 認知症チームケア推進加算は、認知症日常生活自立度Ⅱ以上が対象
※ 認知症専門ケア加算は、認知症日常生活自立度Ⅲ以上が対象



認知症チームケア推進加算 ワークシート
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認知症介護実践者等養成事業の円滑な運営について



Q&A vol.２
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Q&A vol.２

39

Q&A vol.３



認知症チームケア推進研修
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Q&A vol.１
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科学的介護推進に関する評価（通所・居住サービス）
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生活・認知機能尺度
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事業所向けリーフレット

51



事業所向けリーフレット
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厚生労働省ホームページ
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解釈通知（地域密着型サービス）
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【小規模多機能型居宅介護（準用）】
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生産性向上推進体制加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について（抜粋）
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生産性向上推進体制加算に関する取組の実績報告書
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生産性向上推進体制加算（Ⅰ）の算定に関する取組の成果



生産性向上推進体制加算に係る届出書
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生産性の向上に資する取組（イメージ）

運営基準 加算（Ⅱ） 加算（Ⅰ）

生産性向上委員会
（仮称）

○管理者
○ユニットリーダー
○介護職員 等

○定期的に開催

○「生産性向上に資するガ
イドライン」等を参考に取組
を進める

○３カ月に１回以上開催

○次の（１）から（４）までの事項について必要な検討を実
施

①見守り機器等のテクノロジー導入後の利用者の安全及
びケアの質の確保
②職員の負担の軽減及び勤務状況への配慮
③介護機器の定期的な点検
④職員に対する研修

見守り機器等のテク
ノロジー

①見守り機器
②インカム等のICT

③介護記録ソフトウェア等
のICT

①②③のうち、１つ以上導
入

※①の場合は入居者１名
以上
※②の場合は職員全員

①②③全てを導入
※①は入居者全員
※②は職員全員

業務改善の取組によ
る効果を示すデータ
※「電子申請・届出システ
ム」による提出を予定。しば
らくは別の方法。

①利用者の満足度等の評
価（５名程度）

②総業務時間、超勤時間
の調査（介護職員全員）

③有休の取得状況の調査
（介護職員全員）

④介護職員の心理的負担
等の評価（介護職員全員）

⑤タイムスタディ調査（日
中・夜間ともに、複数人の
介護職員）

①②③のデータを提出 ①②③④⑤全てのデータを
提出

＋
見守り機器等のテクノロ
ジー導入後、３ヵ月以上経
過後、①②③の事前・事後
データを提出
（確認）
①に悪化がみられない
②が短縮
③が維持又は増加

職員間の適切な役割
分担の取組

（取組例）

・負荷が集中する時間帯の
業務の平準化

・介助に集中して従事する
ことのできる時間帯の設定
・介護助手の活用

・介助以外の業務の一部外
注化

何らかの取組を実施
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留意事項通知（地域密着型サービス）
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１．認知症対応型共同生活介護

２．全サービス共通・共用デイ

３．算定構造

66



67

6
7
２



68

6
8
２

Q&A vol.１
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Q&A vol.１
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Q&A vol.１
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１．認知症対応型共同生活介護

２．全サービス共通・共用デイ

３．算定構造
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Q&A vol.１
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【出所】

第239回社会保障審議会介護給付費分科会（Web会議）資料｜厚生労働省 (mhlw.go.jp)

令和６年度介護報酬改定について｜厚生労働省 (mhlw.go.jp)

詳細については、上記よりご確認してください。
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https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37407.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_38790.html
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